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※議長は可否が同数の場合以外は採決に加わりません。

　

10
月
31
日
に
決
算
特
別
委
員
会
を
開
催
し
、

一
般
会
計
と
10
の
特
別
会
計
の
決
算
を
審
査
し

ま
し
た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
、
歳
入
総
額
２

９
８
億
８
８
８
８
万
４
３
１
９
円
、
歳
出
総
額

２
９
１
億
４
９
３
５
万
１
６
３
３
円
で
、
歳
入

歳
出
差
引
額
は
７
億
３
９
５
３
万
２
６
８
６
円
。

全
特
別
会
計
の
総
額
は
、
歳
入
総
額
１
６
２
億

１
７
１
８
万
２
８
７
４
円
、
歳
出
総
額
１
５
７

億
１
８
５
２
万
２
１
１
６
円
で
、
各
特
別
会
計

と
も
黒
字
決
算
ま
た
は
収
支
同
額
で
し
た
。
審

査
の
結
果
、
決
算
を
認
定
し
ま
し
た
。

　

特
別
委
員
会
に
お
け
る
一
般
会
計
の
主
な
質

疑
に
対
す
る
答
弁
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

【
実
質
単
年
度
収
支
】

　

実
質
単
年
度
収
支
が
平
成
20
年
度
以
来
初
め

て
赤
字
と
な
っ
た
主
な
理
由
と
し
て
は
、
財
政

調
整
基
金
の
積
立
金
が
減
少
し
、
繰
出
金
が
増

加
し
た
こ
と
の
ほ
か
、
27
年
国
勢
調
査
に
基
づ

く
人
口
の
減
少
及
び
合
併
算
定
が
え
の
段
階
的

縮
減
に
伴
う
地
方
交
付
税
の
減
額
が
考
え
ら
れ

る
。
こ
れ
を
境
に
今
後
こ
う
し
た
財
政
状
況
が

続
く
と
見
込
ん
で
い
る
。

【
経
常
収
支
比
率
】

　

今
後
、
扶
助
費
や
公
債
費
の
増
加
が
予
測
さ

れ
る
な
ど
経
常
収
支
比
率
が
上
が
る
傾
向
に
あ

る
と
考
え
て
い
る
。
市
と
し
て
は
、
自
主
財
源

の
確
保
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
具
体

的
に
は
給
与
所
得
や
農
業
所
得
を
伸
ば
す
施
策

を
実
施
す
る
こ
と
で
、
個
人
市
民
税
を
さ
ら
に

ふ
や
す
よ
う
努
力
し
た
い
。

【
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
】

　

返
礼
品
と
し
て
地
元
の
特
産
品
を
拡
充
し
、
地

域
経
済
に
寄
与
す
る
と
と
も
に
、
シ
テ
ィ
ー
セ
ー

ル
ス
に
つ
な
げ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

【
納
税
貯
蓄
組
合
補
助
金
】

　

補
助
金
の
内
訳
と
し
て
は
全
市
的
な
連
合

会
に
対
す
る
運
営
費
補
助
金
と
納
付
事
務
を

行
っ
て
い
る
二
ツ
井
地
域
の
34
組
合
に
対
す

る
事
務
費
補
助
金
だ
が
、
二
ツ
井
地
域
は
収

納
率
が
他
と
比
べ
４
か
ら
８
ポ
イ
ン
ト
高
く
、

補
助
金
の
効
果
は
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

【
元
気
・
交
流
２
０
０
円
バ
ス
事
業
】

　

28
年
度
の
新
規
交
付
者
は
３
６
１
人
で
、

全
体
の
交
付
者
は
４
９
３
８
人
。
交
付
者
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
に
よ
る
と
、
利
用
目
的

は
１
位
が
通
院
、
２
位
が
買
い
物
と
な
っ
て

お
り
、
高
齢
者
の
生
活
に
必
要
な
交
通
手
段

と
思
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
も
事
業
を
続

け
て
い
き
た
い
。

【
デ
ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム
事
業
】

　

28
年
度
は
延
べ
１
５
５
人
の
生
徒
が
29
社

で
職
場
実
習
を
行
っ
た
。
そ
の
う
ち
18
人
が

実
習
し
た
会
社
に
就
職
し
て
お
り
、
一
定
の

成
果
が
あ
っ
た
と
考
え
て
い
る
。

【
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
支
援
事
業
】

　

28
年
度
か
ら
フ
ァ
ミ
リ
ー
世
帯
の
定
住
促

進
や
空
き
家
対
策
と
し
て
補
助
対
象
の
範
囲

を
拡
大
し
て
お
り
、
総
額
６
５
９
３
万
９
０

０
０
円
の
補
助
を
し
た
が
、
そ
の
対
象
工

事
費
は
約
７
億
５
２
０
０
万
円
と
補
助
額
の

11
・
４
倍
あ
り
、
住
宅
関
連
産
業
等
を
通
じ

て
地
域
経
済
へ
一
定
の
効
果
が
あ
っ
た
と
考

え
て
い
る
。

【
不
登
校
児
童
生
徒
対
策
事
業
】

　

適
応
指
導
教
室
は
ま
な
す
広
場
に
お
け
る

学
校
に
復
帰
す
る
た
め
の
な
ら
し
教
育
、
風

の
子
電
話
に
よ
る
相
談
、
児
童
生
徒
支
援
ア

ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
学
校
訪
問
、
学
級
や
児

童
生
徒
一
人
一
人
の
状
態
を
把
握
す
る
た
め

の
Ｑ
I
Ｕ
テ
ス
ト
の
実
施
等
に
よ
り
、
不
登

校
及
び
不
登
校
傾
向
の
解
消
と
防
止
に
引
き

続
き
努
め
て
い
き
た
い
。
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71
(継続審査)

平成28年度能代市一般会計及び特別会計
決算の認定について

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(承)11
専決処分した平成29年度能代市一般会計
補正予算の承認を求めることについて

承認 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(承)12
専決処分した平成29年度能代市一般会計
補正予算の承認を求めることについて

承認 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

73 基本構想について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

74 能代市道の駅ふたつい条例の制定について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

75 旧慣による公有財産の使用権の廃止について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

76 土地の処分について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

77
能代市特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の運営に関する基準を定める条
例の一部改正について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

78
能代市保坂福祉会館の指定管理者の指定
について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

79
能代市養護老人ホーム、能代市老人デイサ
ービスセンター及び能代市認知症老人グル
ープホームの指定管理者の指定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

80
能代市老人デイサービスセンターの指定
管理者の指定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

81 能代市老人デイサービスセンターの指定
管理者の指定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
議
長

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

歳　
　
　
　
　

入

歳　
　
　
　
　

出


